
 

 

 

子どもの運動不足の解消のための運動機会創出プラン 

アクティブ・チャイルド・プログラム（ACP）を活用した運動遊び促進事業 

都道府県体育・スポーツ協会委託事業 経理処理要領（静岡県） 

 

本事業の実施にあたっては、委託要項に定めるほか、本経理処理要領に定めるところによる。 

 

1. 事業名 

子どもの運動不足解消のための運動機会創出プラン 

アクティブ・チャイルド・プログラム（ACP）を活用した運動遊び促進事業 

都道府県体育・スポーツ協会委託事業 

 

2. 委託期間 

令和２年７月１日（水）～令和２年 12月 31日（木） 

 

3. 委託対象経費 

委託経費対象科目は以下のとおりとし、その内容は委託対象経費基準表に示すとおりとする。 

謝金、旅費、借損料、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、会議費、雑役務費 

 

4. 委託金の経理処理等 

(１)委託金について 

47都道府県 全 550事業 総額 220,000,000円 

・実施希望団体より提出された事業計画書等を静岡県スポーツ協会（以下、当協会という。）にて取 

りまとめし、当協会から日本スポーツ協会へ提出します。 

・申請された事業については、日本スポーツ協会の精査の結果、採択されない可能性があります。 

・1事業あたりの委託金額に上限は設けませんが、希望数が多い場合には、全体予算の中で調整さ 

せていただきます。 

(２)委託金の交付・確定 

当協会は、実施団体からの実施計画書に基づき、業務委託契約を締結し、委託金を交付する。実 

施団体より提出された事業報告書等について検査等を行い、その内容が適正であると認めたときに、 

委託費の額を確定し、実施団体に対して通知する。確定額は、事業に要した実支出額又は委託契約 

額のいずれか低い額とする。なお、確定額が交付済額に満たない場合、実施団体は、確定額と交付 

済額の差額を当協会へ返納しなければならない。 

(３)収入 

  原則として、参加費は無料とすること。ただし、事業実施に要する経費が本委託費で全額賄うことが 

できない場合は、この限りではない。 

(４)支出 

・本委託事業の実施に要した経費は、委託対象経費基準表に基づき、科目ごとに整理すること。 

・各経費の証憑書類（領収書等）の宛名は「実施団体名」とすること。 

・委託期間外に支出した経費は、本委託事業の経費として認めない。 

 

 



 

 

 

5. 計画および予算の変更 

・実施事業一覧表により複数の事業を計画している団体において事業数の増減が生じた場合は、事

前に所定の様式により変更申請をしなければならない。 

   ・荒天や新型コロナウイルス感染症の再拡大により、事業を中止せざるを得ない場合は、事前に当協

会へ連絡すること。日本スポーツ協会において中止が妥当であるかを確認し、事業実施において発

生した費用は委託対象経費基準表に照らし対象経費とします。 

 

6. その他 

本要領に定めのない事項については、当協会に対して速やかに報告するとともに、日本スポーツ 

協会、当協会、実施団体で協議の上、適切に対応するものとする。 


